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第２１３回通常国会 政府演説に対する代表質問  

 

２０２４年１月３１日 

立憲民主党・無所属  山田 勝彦 

 

立憲民主党の山田勝彦です。会派を代表し、岸田総理の施政方針演説に対し質

問いたします。 

まずは、能登半島地震で被災された全ての皆様に心よりお悔やみとお見舞い

申し上げます。被災地支援に与党も野党もありません。一日でも早く日常が取り

戻されるよう、被災者の方々の声を大切に、必要な予算、必要な支援策を進める

国会となるよう全力を尽くします。 

 

●政治とカネ 

裏金国会がスタートしました。昨日、主要野党は自民党の衆参所属の全ての議

員の裏金の関与についてのアンケート結果をまとめて、2月 5日の予算委員会の

前までに回答するよう求めました。野党だけでなく国民の皆様の真相解明に対

する強い要請です。この裏金リストの公表からこの問題の第一歩を歩むのだと

強く申し上げておきます。さて、政治とカネではなく、正確には「自民党」と「金

権政治」です。賄賂、買収、裏金、ここ 5 年で 11 人もの自民党の議員が逮捕、

立件されるというまさに異常事態。私たちは決して麻痺してはいけません。裏金

づくりとは、所得隠しであり、脱税行為です。地元長崎県で「なぜ、裏金議員は

逮捕されないのか？」「自分たちが脱税したらすぐに捕まる。しかし、裏金議員

は収支報告書を後から訂正すれば許される。国民をバカにしているのか？」とた

くさんの怒りの声を聴いて来ました。自民党の派閥が政策集団に名称変更しよ

うが、どうでもいい話です。 

総理、国民の皆様が知りたいのは、その裏金が一体何に使われてきたのか？で

す。まさか、高級クラブで豪遊するためや選挙で地方議員を買収するためにばら

撒いていたのか？それとも、ただただ貯めこんで私腹を肥やしていたのか？岸

田総理には、国民の皆様のこの最大の疑念に応える責任があるのではないでし

ょうか？ 

① まずは自民党裏金議員リストについてです。総理は、1月 29日の予算委員会

で、収支報告書を訂正した議員について安倍派 30 人以上、二階派 7 人と答

弁されましたが、現時点では安倍派は正確には何人ですか？二階派は 7人か

ら増えていませんか？ 

 

② 総理は、1 月 29 日時点での約 40 名は、収支報告書の訂正をした議員だけを
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対象にお答えされました。収支報告書の訂正に関わらず、収支報告書に記載

されていないお金がある自民党議員は、一体何人いるのでしょうか？  

 

続いて、二階前幹事長の 5 年で約 50 億円の政策活動費の使途についてです。

この桁違いのお金を一人の議員が本当に使い切れるのでしょうか？二階議員の

机の引き出しの中に、ずっと入っていたとすれば、これは脱税になる可能性があ

るのではないですか？国民の皆様の疑念と怒りが高まりつつあります。インボ

イスや確定申告で苦しむ納税者は、脱税の疑いのある裏金議員に怒っています。

この国会は、「裏金国会」だけでなく、脱税議員を許さない「脱税国会」です。 

③ 総理、まず、5年で約 50億円ものこのお金は一体何に使ったのか？いつまで

に公表するのか？二階議員ご本人にご確認の上、お答えください。税法上認

められている使い道以外で使っていたとすれば、それは脱税の疑いが指摘さ

れます。総理、脱税の疑いはないと断言できますか？これ以上の政治不信を

招かないためにも、国民の皆様に正面からお答えください。 

 

続いて、岸田総理の脱法の疑いのある闇パーティーについてです。2022 年 6

月に広島で開かれた総理就任を祝う会は、約 1,100 人が出席し、飲食なしで一

万円の会費で開催された後、この会の主催団体から総理の政党支部へ約３２０

万円の寄付がされています。しかも、このパーティーの受付や経理は岸田事務所

が行っており、資金集め目的は明白であるにも関わらず、政治資金パーティーと

して報告されていません。 

④ 岸田総理、実態は政治資金パーティーではありませんか？闇パーティー、脱

法パーティーとの指摘があります。予算委員では、合法だと強調されました

が、本当に合法だと断言できますか？そして、この「岸田方式の脱法の疑い

がある闇パーティー」は、今後も続けられますか？続けるとしたら、多くの

自民党議員が真似しますよ。そして、今後すべての国会議員が「岸田方式の

脱法の疑いがある闇パーティー」を行っても良いのですか？ 

総理は、確かに「火の玉となって取り組む」とおっしゃりましたが、まさか、

これ以上国民の怒りに火をつけるおつもりなのでしょうか？ 

 

⑤ 自民党の裏金調査チームが立ち上がりました。何について調査し、いつまで

に調査結果を公表されるのですか？ 

 

私たち立憲民主党は、「裏金議員」や「脱税議員」を決して許しません。お金

の力で動く金権政治ではなく、国民の声で動くまっとうな政治へ。国民の皆様と

共に真の政治改革を進め、自民党の腐敗しきった金権政治を終わらせます。 
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⚫︎食料・農業・農村基本法 

今国会は、農政の憲法と呼ばれる「食料・農業・農村基本法」が 25年ぶりに

改正される予定です。私たちは食べることができなければ生きていけません。国

は、将来にわたり、国民一人一人に食料が行き渡るよう、後継者不足で高齢化し

ている農業や漁業の生産現場を支援しなければなりません。しかし、岸田総理、

私の地元の農家や漁師の皆さんは、朝から畑で必死に働いたり、大変な苦労をし

ながら漁に出ておられますが、まさに、濡れ手で粟の自民党の裏金議員に相当あ

きれていますよ。 

⑥ 岸田総理は、防衛予算の倍増を強行しミサイル整備などには大変熱心です。

しかし、一方で、総理の演説からは食料安全保障への意欲は感じられず、食

料自給率を上げる具体策もありません。世界中で紛争が起き、気候変動によ

る自然災害も多発しており、世界的な食料危機の時代に、私たちの食をいつ

まで海外に依存し続けるのでしょうか？日本が海外から食料を調達できな

くなった場合、先進国中最低の食料自給率 38%のままで、本当に国民の命を

守れるのでしょうか？この国の総理大臣として、日本の食料自給率をいつま

でに何%まで引き上げる目標があるのか？また、それを達成するための具体

策はなにか？明確にお答えください。 

 

食料自給率の向上のためには担い手が必要です。しかし、日本の農村、漁村は

高齢化と人口減少で崩壊の危機にあります。島の農村や漁村を回り、農家や漁師

の皆さんから「自分の息子に島から出ていけと言った」その理由を尋ねると「農

業や漁業では食べていけない。家族を養いきれない。こんな苦しい思いを自分の

子どもにさせたくない。この島を出て、勤め人をした方がきっと幸せだ」こんな

悲痛な声をたくさん聴いてきました。先祖代々、守ってきた農地や漁業権を自分

のお子さんに継がせたくない親なんていません。こんな言葉を言わせるこの国

の農政がおかしい。自民党による農政の補助金制度は、基盤整備事業やメーカー

など業者に流れるものばかりです。EU のように生産者に直接支払いされる制度

が少なく、その上、書類申請などの手続きも煩雑で、小規模な農家には補助金が

全く届いていません。 

この自民党の農政を民主党政権時、大きく転換しました。業者や農業団体にば

かり流れていた国の補助金を生産者お一人お一人へ直接届ける「農家の戸別所

得補償制度」です。生産者からの申請手続きも圧倒的に簡素化しました。地元の

各農村で「民主党の時の所得補償を復活してほしか」という声をたくさん聴いて

います。 

⑦ 総理、自民党政権はなぜ農家の戸別所得補償制度を廃止したのですか？一人



4 

 

一人の農家に献金する力がないからなのですか？国会中継をご覧頂いてい

る全国の農家さんへお答えください。 

 

私は議員になってこの 2 年間で、何度も農水省や農水大臣にこの質問をしま

した。すると、農家にだけ税金を使って所得補償を行うことは、納税者である国

民の理解を得られないという驚くべき回答が返ってきます。欧米では当たり前

に行われている所得補償。ＥＵでは、農業所得に占める国の補助金の割合は 80%

と言われています。民主党政権以前、2006 年には、日本の農家は農業所得の国

の補助金の割合は僅か 28%でした。2010年、所得補償制度が導入され、ようやく

45%にまで上がりました。確実に農家の所得が向上するこの制度を自民党は廃止

したのです。先進諸国の中で、日本ほど自国の農家を保護しない国はありません。

納税者の理解が得難いのは、農家の「所得補償」ではなく、自民党の裏金議員に

よる「所得隠し」の方ではないでしょうか？ 

食料自給率の高いヨーロッパの国々では、環境直接支払いにより、農村の環境

と農家の暮らしを支えています。農林水産業は単なる産業ではなく、環境保全や

防災、生物多様性など様々な多面的機能があります。そして、農家の皆さんは、

青空の下で国民の命の源である食料を生産いただく、いわば「青空公務員」です。 

⑧ 総理、農業がもつ公的機能について、国民の理解が得られないのではなく、

総理には、国民の理解が得られるように説明する責任があるのではないでし

ょうか？今回の法改正で、国からの直接支払による農家の所得補償を復活し、

法律に書き込むべきだと提案しますが、いかがでしょうか？ 

 

地方の人口減少の理由は明らかです。農林水産業の後継者がいなくなったか

らです。農林水産業の再生なくして地方の再生なし。今や、農村や漁村の担い手

は 70 代、80 代が中心になってきました。「もう限界だ。」「わっかもんがおらん

くなった、わっかもんに帰ってきてほしか。」総理、生産現場の声です。地方再

生のための後継者対策について質問します。 

⑨ 農業は自然を相手にします。計画通りに栽培できるようになるまでに数年は

かかります。そんなリスクのある農業に新たにチャレンジする方向けに、年

間 150万円の補助金があります。しかし、この新規就農支援事業が 5年から

3 年へ削減されました。なぜ、予算を拡充でなく、削減しているのか？全く

理解できません。総理、すぐに元の 5年に戻すべきではないでしょうか？ 

 

⑩ さらに、この制度には大きな矛盾があり、補助金が途中で止まってしまう場

合があります。例えば、最初の 1、2年で人一倍努力をし、600万円以上の所

得を上げた新規就農者は、なぜか補助金がもらえなくなるのです。そうでは
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なく、農業には機械やハウスなど様々な設備投資が必要です。早めに利益を

出した優秀な方にも補助金を一定期間 継続することで、生産規模を拡大し

生産力を高めてもらうことで食料自給率の向上に貢献してもらうべきでは

ないですか？総理、新規就農者の意欲を無くす所得制限、撤廃して頂けるで

しょうか？ 

 

漁業者も国の政策に翻弄されています。特に東京電力福島第一原子力発電所

事故により、風評被害を受け販路を失っています。漁師さん達の本音の声です。

「自分たちは、日本一おいしい魚が捕れるこの海で、漁を続けて、食べてくれる

人を笑顔にしたいだけだ。損害賠償や補助金を求めている訳ではない」 

⑪ その上で、今回の物価高により、畜産現場だけでなく、漁業の現場も悲鳴を

上げています。今、最も深刻なのが油代です。民主党政権で始まった漁業所

得補償により、燃油対策事業が今も行われていますが、10年以上経過し、行

き過ぎた円安政策も影響し、燃油が高騰し続けています。もはや、現状の制

度では生産原価を補填しきれず、油代が高すぎて、赤字になるので船を出せ

ない小規模漁師さん達がたくさんいます。原発政策の推進によって、迷惑を

かけている漁師の皆さんが、せめて安心して漁に出てもらえるよう、燃油対

策事業を強化しませんか？ 

 

⚫︎離島振興法  

次に離島振興策について伺います。岸田総理は、5 年で 43 兆円もの巨額な防

衛予算の増額を決断されました。しかし、食料安全保障の強化には関心がないよ

うです。さらに、我が国の国防を考えた時、島しょ防衛は大変重要です。島は我

が国の領土、領海、領空、排他的経済水域などの保全といった国家的役割を担っ

ています。しかしながら、島は急速な人口減少により過疎、高齢化が進み、各地

域で限界集落が多数存在しています。島民の皆様から「若い人たちが残れる島に

してほしい」と悲痛な声をたくさん聴いてきました。島は本土に比べて物価が

10%以上高いと言われています。長崎県の五島は、この度の物価高で、ガソリン

代がリッター200円を超える時期があり、東京都の神津島では今がピークでリッ

ター220円です。島のための物価高対策、島のための新しい経済政策が必要です。 

しかし、政府の離島振興予算は、公共事業の需要の減少を理由に、20 年前の

約 1300億円から令和 5年度では約 380億円と年間 900億円以上もの予算が大幅

に削減されています。これでは島の人口減少が加速してしまうのは当然ではな

いでしょうか？ 

⑫ 岸田総理は、このまま島の人口減少を放置し続けるのですか？それとも島の

人口減対策は必要だと考えますか？であれば、離島振興予算を以前の予算規
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模まで増額すべきではないでしょうか？ 

 

私は、立憲民主党 島政策プロジェクトチームの事務局長として、岸田総理に

提案いたします。全国の島民の皆様の願いは、離島航路の低料金化です。私たち

国民にとって道路は生活を支える最も基礎的な社会資本であり、島の皆様にと

っては、離島航路は海の国道であり、生活に必要不可欠です。フランスでは国土

連続性交付金によって、離島航路は鉄道運賃並みに料金設定されています。 

⑬ 私たち立憲民主党は、日本でも国土連続性交付金を新たに導入し、離島航路

の JR 運賃並みへの低料金化を他の野党の皆さんと一緒に提案しています。

すでに特定有人国境離島では島民限定で実現していますが、観光客も対象に

すべきです。島に、より人が集まり、島内消費が上がれば島民所得も上がり

ます。国境離島の島民限定ではなく、離島航路の低料金化、完全実施しませ

んか？ 総理、全国の島の皆様にお答えください。 

 

 

⚫︎物価高に負けない賃上げ 

次に賃上げについてです。自民党によるコストカット型経済により、失われた

30 年。この間、非正規雇用が拡大し、格差と貧困は拡大しました。そして、税

と社会保障負担を合わせた国民負担率は約 50%まで上がり、賃金は世界で日本だ

けが全く上がっていません。物価高の中、年金も実質下がり続け、国民生活は苦

しさを増しています。今、最も求められる経済政策は、物価高に負けない賃上げ

です。しかし、岸田総理からは賃上げの号令だけで具体策がありません。唯一あ

るのが、法人税の減税ですが、その恩恵を受けるのは自民党へ多額の献金をして

いる大企業ばかりです。すでに、大企業には様々な優遇税制があり、今、国が政

策的に支援しなければならないのは、日本の雇用の 7 割を支えている中小企業

ではないでしょうか？ 

⑭ 私たち立憲民主党は、最低賃金を段階的に 1500 円まで引き上げます。しか

し、そのためには中小企業への公的支援とセットで進めなければなりません。

正社員として雇用したくてもできない大きな原因が、社会保険料の企業負担

です。この負担を国が支援する政策、非正規で不安定な労働者を正社員にす

る企業の社会保険料の負担を軽くする政策こそ、最も有効な賃上げ政策では

ないでしょうか？ 

 

●外国人労働者受け入れと多文化共生社会 

今国会は、外国人技能実習生の制度改革という重要テーマがあります。私の地

元でも農業や介護、建設などあらゆる分野で深刻な人手不足で、現場は事業継続
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の危機に陥っています。少子高齢化と人口減少が加速する地方の経済社会を維

持していく上で、外国人の方々の労働力は不可欠です。そして、私たちの国が外

国人の方々から選ばれる国であるためには、様々な課題が現場にあります。 

地元の農家さんを訪ね、そこで働くベトナム人の技能実習生から話しを伺う

ことができました。今の日本の制度で変えてほしい点はありますか？と伺うと、

「ベトナムの私の友達たちは、本当はもっとたくさん日本に来たいと思ってい

る。でも最初に 100 万円くらいお金が必要で、そのお金がなくて日本に来られ

ない」まさに当事者の生の声です。 

⑮ 大きな借金を抱えて日本に来る実習生、またはその借金ができずに日本に来

たくても来られない外国人が存在しています。なぜ、借金が必要なのか？仲

介業者、いわゆるブローカーです。送り出し国と日本政府による 2国間協定

によるブローカーの徹底排除が、まずは重要な改革です。総理、新制度では

外国人の方が日本に働きに来るのに大きな借金を背負わずに済むのでしょ

うか？ 

 

外国人の受け入れ企業の複数の経営者からも話を伺いました。「本来であれば

時給 1500円くらい支給しているけど、実際に実習生には最賃くらいの時給にな

ってしまう」理由を尋ねると「住環境などの初期投資だけでなく、毎月の監理費

で 2万円払っている」また、別の経営者からは「監理費を 3万円払っている。受

け入れ企業にとって監理団体の仕事が不透明。せめて、半額になれば実習生の住

環境をより充実でき、より仕事のモチベーションが上がるのではないか」と言わ

れています。 

⑯ 受け入れ企業が監理団体に払う毎月の監理費が減額されれば、間違いなく外

国人労働者の賃金アップや福利厚生の充実が図られます。総理、受け入れ企

業の負担軽減のため、公的機関に監督させることとし、監理費の負担をなく

す改革が必要ではないでしょうか？ 

 

多額の借金を抱えて日本に来る。最低賃金レベルの給与から借金返済を強い

られ、生活苦に陥っていく。生きるためにより稼げる環境を求めて、逃げ出す。

オーバーステイになり在留資格がなくなり、入管庁へ収容される。これまでのこ

の負のスパイラルを産まない有効な対策が、ブローカーの排除、実習生や受け入

れ企業の費用負担の軽減です。この改革なくして、外国人との真の共生社会は実

現しません。そして、私たちの国が選ばれる国であるために、外国人労働者が地

域で差別を受けることなく安全に生活できる、多文化共生社会を実現する法制

度が必要です。 

⑰ 私たち立憲民主党は、一昨年 6月、多文化共生社会基本法案を国会に提出し
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ました。真に外国人との共生社会をつくるため、多文化共生庁を新たに設置

し、国による差別禁止を法制化すべきと考えますが、総理の見解を伺います。 

 

●辺野古新基地建設工事 

辺野古新基地建設工事についてです。私たち立憲民主党は、地方自治と沖縄県

民の民意を無視した辺野古新基地建設強行に強く抗議します。繰り返し玉城知

事が国に対話を求めてきたのに対して、国は対話することなく、代執行を強行し、

1 月 10 日に米軍普天間飛行場の辺野古移設に向けた大浦湾側の工事に着手しま

した。公共事業の代執行は日本で初めてで、憲法で保障されている地方自治を完

全に崩壊させる暴挙です。沖縄県民の思いを問答無用と言わんばかりに踏みに

じり、住民の皆様との対立はますます深まるばかりです。総理の聞く力は一体ど

こにいったのでしょうか？ 

⑱ 防衛大臣や官房長官だけでなく、今こそ総理自らが沖縄県との対話による抜

本的解決を目指すべきではないですか？岸田総理は玉城知事に直接会って、

真摯に説明し、沖縄の声を聞くつもりはあるのでしょうか？ 

 

⚫︎被爆者問題、核兵器禁止条約 

被爆者問題についてです。長崎を最後の被爆地へ。広島出身の総理とは、この

想いを共有しているはずだと信じています。長崎の被爆者は、被曝体験者として

今なお差別され続けています。黒い雨訴訟の後、広島では新たな被爆者救済制度

が始まりました。しかし、もう一つの被爆地長崎は、救済の対象外とされました。

広島も長崎も同じ被爆地であり、同じ戦争被害者です。広島 1 区選出の岸田総

理へ伺います。 

⑲ 総理は、国の救済制度が被爆地で差別され続けて良いと考えますか？戦争被

害者の救済無くして戦後は終わりません。広島の新たな救済制度は、当時の

菅総理の政治決断により始まりました。今度は、岸田総理の政治決断によっ

て、長崎の被爆体験者を被爆者と認めてもらえないでしょうか？心よりお願

い申し上げます。 

 

核兵器禁止条約が発効して 3年が経ちました。国際 NGO ICANのメリッサ・パ

ーク事務局長は、日本政府に対して、「唯一の戦争被爆国という立場だからこそ、

道義的な指導力を示すことができるはずだ」として、まずはオブザーバーとして

締約国会議に参加するよう求めています。私たち立憲民主党もこれまで国会で

何度も訴えていますが、核兵器保有国が 1 カ国も参加していないことなどを理

由に参加しようとしません。これは、全く理由になっていません。 

⑳ 総理、日本と同じように安全保障上、核保有国の核の傘にあるドイツのよう
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な複数の国々がすでにオブザーバー参加しています。日本もせめて、オブザ

ーバー参加すべきではないでしょうか？オブザーバーですら参加できない

理由を明確にお答えください。 

 

昨年 10月、「核兵器禁止条約」への参加を求め、外務省へ 43,000筆の署名を

提出した元高校生平和大使で大学生のお二人から話を伺いました。お二人とも

ウィーンでの第 1 回締約国会議、ニューヨークでの第 2 回開催も現地へ行き、

世界中から集まった市民社会と対話され、「なぜ、日本政府が参加しないのか？」

と言う声が、日本から来た彼女たちへ多数寄せられたそうです。政府は、核兵器

禁止条約は出口戦略として重要だと言われます。しかし、彼女たちはこう言って

います。「核兵器禁止条約は、核兵器なき世界をつくるための出口ではなく入口

である」 

㉑ 総理、核兵器は、安全保障ではなく人権問題です。原爆の非人道性を真に訴

えられる唯一の国が日本であり、被爆地広島出身の岸田総理なのではないで

しょうか？未来永劫、長崎が最後の被爆地であり続けるため、核兵器の廃絶

を本気で成したいと思われていますか？お決まりの官僚答弁ではなく、戦争

被害者である被爆者の方々やその支援者、そして、核兵器なき平和な世界を

願う全世界の皆様へ総理の言葉でお答えください。 

 

最後に国民の皆様へ。 

私たち立憲民主党は、お金の力ではなく、国民の声で動くまっとうな政治へ。

国の予算が、献金力のある企業や業界団体にばかり付くのではなく、お一人お一

人の生活者へまっすぐ届く政治へ。誰もが安心して子育てや老後を暮らせる社

会へ。子ども達の笑顔と未来を守るために、全力を尽くします。今の金権政治を

終わらせ、もっと良い未来を一緒につくりましょう。以上で私の質問を終わりま

す。ありがとうございました。 


